
（別紙様式３） （令和８年８月１日現在）

都道府県名 北海道

形態 　　個人立　　　　法人立

市町村コード

半径500m以内に他の保険
薬局がある

該当　　　　非該当

～　閉局時間

～　閉局時間

～　閉局時間

～　閉局時間

～　閉局時間

～　閉局時間

～　閉局時間

～　閉局時間

～　閉局時間

　

　　調剤基本料３－イ 　　調剤基本料３－ロ 　　調剤基本料３－ハ 　　特別調剤基本料A 　　特別調剤基本料B

該当薬局あり 該当薬局なし

　　　　　　　あり なし

平成28年９月30日以前

該当

平成28年10月1日から平成
30年3月31日の間
 
                      該当

平成30年4月１日から令和8
年3月4日の間

　　　　　　　　　該当

令和8年3月5日以降

                　　該当

　　　あり　　　　　なし 　　該当　　　　非該当

処方箋受付回数が第１位の保険医療機関に係る集中率

　　　病院(200床以上)　　　診療所又は病院(200床未満)　　　複数保険医療機関（モール内・ビレッジ内の全ての医療機関を一の医療機関とみなして計算すること）

③ 所属するグループの有無 あり なし

ア 所属するグループ名（※所属するグループがあ
る全ての保険薬局が回答すること）

　調剤基本料２

　　　病院(200床以上)　　　診療所又は病院(200床未満)　　　複数保険医療機関（モール内・ビレッジ内の全ての医療機関を一の医療機関とみなして計算すること）

　　　病院(200床以上)　　　診療所又は病院(200床未満)　　　複数保険医療機関（モール内・ビレッジ内の全ての医療機関を一の医療機関とみなして計算すること）

ベースアップ評価料
に係る届出

１．調剤基本料（全ての保険薬局が全ての項目に回答）

調剤室面積

　　　　　　非該当

イ 妥結率等の報告の有無

④特定の保険医療機関との特別な関係の有無
（※調剤基本料の位置づけによらず、全ての保険薬局が実態どおりに回答）

・ 賃貸借取引等がある保険医療機関に係る処方箋集中率
（モールやビレッジの場合は、特別な関係にある保険医療機関の処方箋を全て
合算すること）

（※ア及びイは前年の報告実績に基づき記入。前年４月２日以降の開局のため、前年の報告実績がない薬局は、ア＝「非該当」、イ＝「報告していない」を選択。）
（※ウは前年５月１日から本年４月末までの実績に基づき記入。ただし、処方箋の受付回数が１月平均600回以下の場合は、「非該当」を選択。「かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ
薬剤師包括管理料」に関する設問ではないので留意すること。）

ア 妥結率が5割以下の保険薬局への該当

該当 （遡及指定が認められた）　　　 

日曜日　　閉局日

イ　前年５月１日から当年３月末までに新規指定された
保険薬局の場合は指定された日の属する月の翌月を記
入すること。
（※前年４月末までに指定された場合及び遡及指定が
認められた場合は記入不要）

  届出している　　　　　　　届出していない

　

①　処方箋受付回数

前年５月から本年４月末までの処方箋受付回数の合計を記入するこ
と。
（※前年５月１日から当年３月末までに新規指定された保険薬局の場
合は指定された日の属する月の翌月から、当年４月末までに受け付け
た処方箋回数の合計を記入すること。）

ア　１年間の処方箋受付回数の合計
（※前年５月１日から当年３月末までに新規指定された
保険薬局の場合は指定された日の属する月の翌月か
ら、当年４月末までに受け付けた処方箋回数の合計を
記入）

（※③を「あり」と
記入した場合に
記入）

月曜日　　閉局日

火曜日　　閉局日

　薬局が所在する市町村

水曜日　　閉局日

②　保険医療機関に係る処方箋集中率
（小数点以下第２位を切り上げて計算し、
小数点第１位まで記入すること）

　 改築年月日
　 増築年月日

　増築　　　　　　　　　　　　改築

令和

土曜日　　閉局日

輪番の日

木曜日　　閉局日

保険薬局における施設基準届出状況報告書

　 薬局コード

　 保険薬局名

保険薬剤師数 ・実人員
（常勤＋非常勤）

・常勤換算数（常勤人数と非常勤の常勤換算した人数の合計（小数点以下第２位四捨五入））

事務職員数 ・実人員
（常勤＋非常勤）

・常勤換算数（常勤人数と非常勤の常勤換算した人数の合計（小数点以下第２位四捨五入））

　 指定年月日
　　　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　 　　　　　　 ※全ての保険薬局が和暦で記入。

※記載の薬局コードを初めて取得した年月日を記入（指定更新後の指定年月日でな
い）。

　 遡及指定※が認められた保険薬局への該当

常勤換算後のベースアップ評価料の対象者数
(店舗販売業の従事者を含む）

上記受付回数算出期間

令和　　　   　 年　　     月１日

～　令和8年４月30日（　　　か月間）

　調剤基本料１

金曜日　　閉局日

祝日　　　閉局日

　 開局時間

処方箋受付回数が第２位の保険医療機関に係る集中率

処方箋受付回数が第３位の保険医療機関に係る集中率

（※レセプトに記載する７桁の数字を記入すること。）

イ グループ内の1月あたりの処方箋受付回数の合
計

　

・ 賃貸借取引等がある保険医療機関の名称
（モールやビレッジの場合はモール名など総称を記入）

ウ 同一グループ内の主たる保険医療機関を同じく
する他の保険薬局の有無及び自局と該当する他の
保険薬局の処方箋受付回数の合計（１月あたり）

　　　　　　　　報告していない 　　　　　　報告している

　　　　　　　　該当 　　　　　　非該当

・ 特定の保険医療機関と特別な関係に新たに該当
することになった時期について該当するものに
チェック

（※④を「あり」と
記入した場合に
記入）

医療法第 30条の４第１項に規定する医療計画における
へき地に所在する保険薬局に該当

・ 賃貸借取引等がある保険医療機関の種別

⑥ 調剤基本料の注４の減算への該当性　（※全ての保険薬局が回答）

⑤保険薬局の敷地内のオンライン診療受診施設の有無

％

（妥結率が５割以下）

病院診療所

回

回 （１月あたり）

％

人

人

人

人

％

％

処方箋受付

合計回数

回

（整数で記入、小数点以下第１位四捨五入）

年 月 日

（整数で記入）

年 月 日 ㎡

％

※同一グループで同じ名称を記載すること

人

開局時間

開局時間

開局時間

開局時間

開局時間

開局時間

開局時間

開局時間

開局時

時

時

時

時

時

時

時

時

時

分

分

分

分

分

分

分

分

分

時

時

時

時

時

時

時

時

時

分

分

分

分

分

分

分

分

分

※令和８年６月１日以降に改築又は増築した保険薬局が和暦で

医療モールまたは医療ビレッジ

中核市特別区 医療資源が少ない地域 その他政令指定都市

※閉局日については

にチェックを入れること。

昭和 平成

円 円

令和

（全ての保険薬局が回答）



　　　200床以上の病院前門前に該当 　　　３つ以上の密集する薬局に該当 　　　医療モール内に該当 非該当

イ　自局の周囲50mの区域
内にある他の保険薬局数
（自局は含めない）

ウ　自局の周囲50mの区域内
にある他の保険薬局について、
イ欄が2薬局以上あることに該
当している場合

該当

３．地域支援・医薬品供給対応体制加算（全ての保険薬局が全ての項目に回答）

　　加算３ 　　加算４ 　　　　加算５ 　　届出していない

③同一グループ以外への
分譲実績

④ 医薬品の備蓄品目数
（医療用）

４．連携強化加算

加算１ 加算２ 届出していない

在宅患者訪問薬剤管理指
導料の算定回数

在宅患者訪問薬剤管理指
導料の算定人数

「居宅療養管理指導費」及
び「介護予防居宅療養管理
指導費」(介護保険)の算定
回数

「居宅療養管理指導費」及
び「介護予防居宅療養管理
指導費」(介護保険)の算定
人数

左記の訪問薬剤指導実績
合計

訪問薬剤指導実績に占め
る割合

　　訪問時の医
療用麻薬に関す
る指導実績

　　無菌製剤処理加算の算
定実績

　　小児特定加算及び乳幼
児加算の算定回数の合計

９．服薬管理指導料

10.

11.

12.

　　　　　　届出していない

７．バイオ後続品調剤体制加算

 　　　　　 非該当
基本診療料の施設基準等の別表第六の二の所在する保険薬局への
該当

　　　　該当　（対象地域名：　　　　　　　　　　　　　　）

  ⑦門前薬局等立地依存減算
　　（全ての保険薬局が全ての項目に回答）

ア　200床以上の保険医療機関の敷
地境界線からの水平距離が100ｍ以
内の区域内に存在する他の保険薬局
数（自局は含めない）

薬局コード：

２．調剤基本料の注１ただし書きに規定する施設基準の保険薬局
　　（医療資源の少ない地域に所在する保険薬局）に係る届出 　　　　　　　　届出している

ウ 薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務を実施していない
保険薬局への該当

① 特定薬剤管理指導加算２ 届出している 届出していない

② 服薬管理指導料の注１(かかりつけ薬剤師）

８．無菌製剤処理加算 届出している 届出していない

自局

届出している 届出していない

５．在宅薬学総合体制加算

届出していない

　加算１ 　加算２

地方自治体の所有する土地等に所在する診療所であって、へき地医
療の医療提供のために必要と都道府県知事に認められているものの
敷地内に所在する保険薬局への該当　　（２．で「届出をしている」と回答し
た場合に回答）

　　　　該当　（特別な関係のある診療所名：　　　　　　　　　） 　　　　　 非該当

⑥取り扱う要指導医薬品及び一般用医薬品の合計品目数

⑤ 調剤基本料の注８に規定する厚生労働大臣が定める保険薬局へ
の該当（後発医薬品減算）
（※処方箋受付回数が１月600回以下の場合は、「非該当」を選択）

該当 非該当

　　　　　　　　該当

② 後発医薬品の調剤割合

⑦ セルフメディケーション関連機器の設置
（※　設置しているものすべてを選択してください）

届出している

① 本年５月２日以降に新規指定を受けた場合等、直近3か月間の実
績がない保険薬局への該当

　　　　　　非該当

他局（共同利用）

該当 非該当

届出していない

在宅中心静脈栄養法加算 届出している 届出していない

在宅患者訪問薬剤管理指導料に係る届出 届出している 届出していない

在宅患者医療用麻薬持続注射療法加算 届出している 届出していない

届出している

　　③実施している項目を選択
し実績を記載(前年５月から本
年４月までの合計回数)

６．電子的調剤情報連携体制整備加算 届出している 届出していない

②在宅患者訪問薬剤管理指導料の１、在宅患者緊急訪問薬剤管理指
導料、在宅患者緊急時等共同指導料、単一建物居住者が１人の場合の
居宅療養管理指導費及び介護予防居宅療養管理指導費の実績

①訪問薬剤指導の実績（「届出していない」場合であっても記入が必要）

無菌製剤処理を実施する場所

回

（実施していない）

品目

品目

→②③④⑥の記入は不要

％
（本年５月から７月の平均）（小数点以下切り捨

回

体重計
血中酸素飽和度測定機（パルスオキシメーター）

体組成計（体脂肪率、BMI等を含むもの）体温計 血圧測定器

握力計 骨密度測定機

回 人

回 人

回 割

(前年５月から本年４月までの合計回

回 回回

(前年５月から本年４月までの合計

薬局

（全ての保険薬局が回答） （全ての保険薬局が回答） （該当のみ回答）

（全ての保険薬局が回答）

（全ての保険薬局が回答）

（全ての保険薬局が回答）

（２．で「届出をしている」と回答した場合に回答）

（全ての保険薬局が回答）

（全ての保険薬局が回答）

（８．で「届出をしている」と回答した場合に回答）

心電計

（全ての保険薬局が回答）

（全ての保険薬局が回答）

（全ての保険薬局が回答）

（全ての保険薬局が回答）

（全ての保険薬局が回答）

（全ての保険薬局が回答）

薬局



〔記入上の注意〕
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
11

12

13

14

「5.在宅薬学総合体制加算」欄の➁ ｢訪問薬剤指導実績に占める割合｣については、前年５月から本年４月までの在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管
理指導料、在宅患者緊急時等共同指導料、居宅療養管理指導費及び介護予防居宅療養管理指導費の算定回数の合計に対する在宅患者訪問薬剤管理指導料の１、在宅患
者緊急訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急時等共同指導料、単一建物居住者が１人の場合の居宅療養管理指導費及び介護予防居宅療養管理指導費の実績割合を記載
すること。
例年、以下の記入欄への記入漏れが多く見受けられるので、それ以外の項目も含め記入内容について提出前に改めて確認すること。
　・｢薬局コード｣欄
　・｢保険薬局名｣欄
　・｢調剤基本料の注１ただし書きに規定する施設基準の保険薬局（医療資源の少ない地域に所在する保険薬局）に係る届出｣欄
　・「遡及指定が認められた保険薬局への該当」欄
　・「１➃特定の保険医療機関と特別な関係の有無」欄
　・「１➅調剤基本料の注４の減算への該当性」欄
　・「３④医薬品の備蓄品目数（医療用）」欄

チェックボックスが設けられている欄は、該当する区分全てに☑を記入すること。

保険薬剤師数、事務職員数には、８月１日現在に当該保険薬局に在籍する者を計上すること。
・８月１日の欠勤者は在籍する者として計上すること。また、８月１日付の採用者は計上、退職者は計上しないこと。
・当該保険薬局で所定労働時間の定めのない非常勤保険薬剤師（休暇等に対応するため登録している者）は計上しないこと。
常勤換算については、下記のとおり常勤換算数を計算し、それぞれの欄に記入すること。その際、小数第二位を四捨五入して小数点第一位までを計上すること。
・常勤職員の常勤換算数は「1.0人」とすること。
・非常勤職員の常勤換算数は、以下の計算式により算出すること。ただし、算出した数値が1.0を超える場合は、「1.0人」、0.1に満たない場合は「0.1人」として計算すること。
　当該非常勤職員の所定労働時間／当該保険薬局において定めている常勤職員の所定労働時間

「1.調剤基本料」欄の各項目は施設基準に定められた期間及び計算方法で算出される値を記入すること(別紙様式3参考を参照)。
なお、定められた方法で計算できない項目については、特に断りがある場合を除き、「０」と記入すること。

「1.調剤基本料」欄の③における「同一グループ」の基準については、別紙様式3参考「第88の２　調剤基本料２」（10）（11）を参照のこと。

「1.調剤基本料」欄の⑥ウ ｢薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務を実施していない保険薬局への該当｣については、別紙様式3参考「 第91　調剤基本料の注４に規定
する保険薬局」を参照のこと。

本報告書は、保険薬局ごとに提出すること。なお、休止の届出をしている場合提出不要。特に時期の指定がない項目については、令和８年８月１日時点の情報を記入するこ
と。

印刷は、片面印刷を選択とすること。

訂正を行う場合に、訂正印は不要であること。

「1.調剤基本料」欄の②保険医療機関に係る処方箋集中率については、第１位～第３位まで全て記入すること。なお、該当がない場合には「０」と記入すること。

「医療資源の少ない地域」については、別シートで該当していることを確認すること。

「市町村コード」については、別シートで確認すること。

（全ての保険薬局が回答）



（ ） 第 号

（ ） 第 号

（ ） 第 号

保険医療機関

　開設者名

令和　　　年　　　月　　　日 提出 （ 担 当 者 名 ）

（連絡先電話番号）

北海道厚生局長　　様

辞 退 年 月 日 　令和　　　　年　　　　月　　　　　日

辞 退 の 理 由

コ ー ド

所 在 地

名 称

※　　施設基準等の名称

受 理 番 号

辞 退 の 理 由

辞 退 年 月 日 　令和　　　　年　　　　月　　　　　日

辞 退 の 理 由

※　　施設基準等の名称

受 理 番 号

辞 退 年 月 日 　令和　　　　年　　　　月　　　　　日

受 理 番 号

施設基準等届出辞退申出書

下記の施設基準に係る届出について、次のとおり辞退します。

記

※　　施設基準等の名称

【辞退届の記載にあたっての注意事項】
○辞退年月日は１日付けとしてください。

（１）月単位で算出する数値を用いた要件を含まない施設基準を満たさなくなった場合

→事実発生日の属する月の翌月１日

（２）月単位で算出する数値を用いた要件である施設基準を満たさなくなった場合

→事実発生日の属する月の翌々月１日

○受理番号が不明な場合は、空欄で構いません。



 　 枠 内 　　　に要件を満たしていない施設基準名を

記入のうえ、提出してください。

令和　　　年　　　月　　　日

電話番号 　　　　　―　　　　  ―　 　　　（担当：　　　　　　）　

保険薬局　：　保険薬局コード

所在地

名　称

開設者

下の報告欄の

　届け出ている施設基準のうち、次のものについては、施設基準の要件を満
たしていません。（なお、それ以外の施設基準は、要件を満たしています。）

＜要件を満たしていない施設基準名＞　　　　（記入例）連携強化加算

※記入した施設基準については、併せて「辞退届」を提出してください。

北海道厚生局長　殿

イ　届け出ている施設基準のうち、要件を満たしていないものがある場合

別紙３－２

　施設基準の届出の確認について（報告）

　　８月１日現在、貴薬局が届け出ている施設基準について、次の「ア」
または「イ」のいずれに該当するかご確認ください。

ア　届け出ている施設基準のすべてについて、要件を
　満たしている場合 提出不要

薬局



（別紙様式３参考）

「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和８年３月５日保医
発0305第８号）（抜粋）

第２　届出に関する手続き
４　(12) 調剤基本料の施設基準

ア 処方箋受付回数
 (イ)　 前年５月１日から当年４月末日までの１年間の処方箋受付回数の実績をもって施設基準の適
合性を判断し、当年６月１日から翌年５月末日まで所定点数を算定する。
 (ロ) 　(イ)にかかわらず、前年５月１日以降に新規に保険薬局に指定された薬局については、次の
とおりとし、処方箋受付回数の実績が判断されるまでは、調剤基本料１に該当しているものとして取
り扱う（ただし、保険医療機関と不動産取引等その他の特別な関係を有しているものとして別添１の
第88 の４の２（２）に該当する場合は、特別調剤基本料Ａとする。特別調剤基本料Ａの施設基準に該
当する場合を除き、特定の保険医療機関との間で不動産の賃貸借取引がある等の施設基準に該当する
場合は調剤基本料３のイ又はロとする。上記の場合を除き、同一グループの保険薬局における処方箋
の受付回数の合計が１月に40 万回を超えるグループに属する場合は調剤基本料３のハとする。）。
　a　前年５月１日から当年１月31 日までの間に新規に指定された保険薬局について指定の日の属す
る月の翌月１日から当年４月末日までの処方箋受付回数で判定し、当年６月１日から翌年５月31 日ま
で適用する。
　b 当年２月１日以降に新規に保険薬局に指定された薬局について指定の日の属する月の翌月１日か
ら３か月間の処方箋受付回数で判定し、当該３か月の最終月の翌々月１日から翌年５月31 日まで適用
する。
 (ハ) 開設者の変更（親から子へ、個人形態から法人形態へ、有限会社から株式会社へ等）又は薬局
の改築等の理由により医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35
年法律第145 号）（以下「医薬品医療機器等法」という。）上の薬局の開設許可を取得し直し、保険
薬局の指定について薬局の当該許可の日までの遡及指定が認められる場合は、遡及指定後も当該許可
の日より前の調剤基本料の状況を引き継ぎ、遡及指定を受けた翌年度の調剤基本料については、当該
許可の日より前の処方箋受付回数の実績も含めて(イ)又は(ロ)に基づき判定を引き継ぐこととする。
ただし、保険医療機関と不動産取引等その他の特別な関係を有しているものとして別添１の第88 の４
の１に該当する場合は、特別調剤基本料Ａとする。特別調剤基本料Ａの施設基準に該当する場合を除
き、特定の保険医療機関との間で不動産の賃貸借取引がある等の施設基準に該当する場合は調剤基本
料３のイ又はロとする。



別添１　特掲診療科の施設基準等

第88の２ 調剤基本料２
２ 調剤基本料２の施設基準に関する留意点
(１) 処方箋の受付回数
処方箋の受付回数の計算に当たり、薬剤調製料の時間外加算、休日加算、深夜加算又は夜間・休日等
加算を算定した患者に係る処方箋（以下「時間外等処方箋」という。）は、受付回数に数えない。な
お、療担規則第20 条第３号ロ及び療担基準第20 条第４号ロに規定するリフィル処方箋については、
調剤実施ごとに受付回数の計算に含める（時間外等処方箋を除く。）。
(２) 処方箋の受付回数及び処方箋集中率等の算出に係る処方箋の受付回数が、調剤基本料の施設基準
に該当するか否かの取扱いについては、処方箋受付回数の合計が、調剤基本料の施設基準で定められ
ている回数に、受付回数を計算した月数を乗じて得た回数を超えるか否かで判定する。
(３) 処方箋集中率は、特定の保険医療機関に係る処方箋の受付回数（同一保険医療機関から、歯科と
歯科以外の処方箋を受け付けた場合は、それらを合計した回数とする。）を、当該期間に受け付けた
全ての処方箋の受付回数で除して得た値とする。ただし、いわゆる医療モールの場合においては、当
該医療モールにある全ての保険医療機関に係る処方箋の受付回数を合算し、特定の保険医療機関に係
る処方箋の受付回数とみなして、処方箋集中率を算出する。１の（１）のアの「処方箋受付回数が多
い上位３の保険医療機関に係る処方箋による調剤の割合」は、上位３の保険医療機関（いわゆる医療
モールの場合においては、当該医療モールにある全ての保険医療機関を一の保険医療機関とみな
す。）それぞれの処方箋集中率を合計して得た値とする。
(４) (３)の計算に当たり、次に掲げる処方箋は、特定の保険医療機関に係る処方箋の受付回数及び当
該期間に受け付けた全ての処方箋の受付回数のいずれからも除いて計算する。
ア 情報通信機器を用いた服薬指導を受けた患者の処方箋
イ 同一グループの保険薬局の勤務者（常勤及び非常勤を含めた全ての職員をいう。）の処方箋
ウ 家族（同一グループの保険薬局の勤務者と同居又は生計を一にする者をいう。）の処方箋
エ 介護保険法で定める介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院、高齢者住まい法で定め
るサービス付き高齢者向け住宅並びに老人福祉法で定める有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老
人ホーム及び認知症高齢者グループホームに入居する患者の処方箋（ただし、単一建物診療患者又は
単一建物居住者が１人である患者の処方箋は除く。）
(５) いわゆる医療モールとは、複数の保険医療機関が一つの敷地又は建物に所在している場合のこと
をいう。
(６) （３）の処方箋集中率の計算においては、いわゆる医療モールとは、次のいずれかに該当する場
合を指す。
ア 不動産登記法上、同一の地番又は一団の土地として取り扱われている土地上に複数の保険医療機関
が所在する敷地又は建物である場合
イ 外観上分離されておらず、また構造上も外壁、床、天井又は屋根といった敷地又は建物の主要な部
分が一体として連結し、あるいは密接な関連をもって接続している場合
ウ 複数の保険医療機関が、共用の通路、エントランス、駐車場、案内表示その他の共用部分を有し、
外形上、医療モール等として一体的に利用されていると認められる敷地又は建物である場合（共用部
分をフェンス等で区切ってあるのみで、実質的に共用部分として利用される場合を含む。）
エ 保険医療機関、保険薬局等を複数集合させることを目的として、不動産開発業者等が開発の企画、
不動産の取得、建築物の建設、入居の募集等を行った敷地又は建物である場合
(７) １の（１）のウの「都市部」とは、東京都の特別区の地域及び政令指定都市の地域をいう。
(８) １の（１）のウの（ロ）の「その後も１月当たりの処方箋の受付回数が継続的に 1,800枚以下で
ある」とは、月ごとに判断するのではなく、前年５月１日から当年４月末日までの１年間の処方箋受
付回数の実績をもって判断する。
(９) 保険薬局が開設者の変更（親から子へ、個人形態から法人形態へ、有限会社から株式会社へ等）
又は薬局の改築等の理由により医薬品医療機器等法上の薬局の開設許可を取得し直した場合であって
も、各厚生局のホームページに公表されている「コード内容別医療機関一覧表」において指定年月日
が変更されない限り、令和８年６月１日以降も１月当たりの処方箋の受付回数が継続的に 1,800 枚以
下である保険薬局は、１の（１）のウの（ロ）に該当するものとみなす。
(10) 同一グループは次の基準により判断する（第88 の３、第88 の４、第92、第92 の２及び第95 に
おいて同じ。）。
ア 同一グループの保険薬局とは、次のいずれかに該当する保険薬局とする。
　① 保険薬局の事業者の最終親会社等
　② 保険薬局の事業者の最終親会社等の子会社等
　③ 保険薬局の事業者の最終親会社等の関連会社等
　④ ①から③までに掲げる者と保険薬局の運営に関するフランチャイズ契約を締結している者
イ アの保険薬局の事業者の最終親会社等は、保険薬局の事業者を子会社等とする者のうち、親会社等
がない法人又は個人（以下「法人等」という。）をいう（カにおいて同じ。）。
ウ イの親会社等は、次に掲げる者とする。
　① 他の法人（株式会社その他これに準じる形態の法人に限る。）の議決権の過半数を自己の計算に
おいて所有している法人等
　② 他の法人（持分会社（会社法（平成17 年法律第86 号）第575 条第１項に規定する持分会社をい
う。以下同じ。）その他これに準じる形態の法人に限る。）の資本金の過半数を出資している法人等
　③ 他の法人の事業の方針の決定に関して、①及び②に掲げる者と同等以上の支配力を有すると認め
られる法人等
エ ア②及びイの子会社等は、次に掲げる者とする。この場合において、法人等の子会社等が次に掲げ
る者を有する場合における当該者は、当該法人等の子会社等とみなす（法人等及びその子会社等が共
同で次に掲げる者を有する場合における当該者を含む。）。
　① 法人等が議決権の過半数を所有している他の法人（株式会社その他これに準じる形態の法人に限
る。）
　② 法人等が資本金の過半数を出資している他の法人（持分会社その他これに準じる形態の法人に限
る。）
　③ 法人等が、他の法人の事業の方針の決定に関して、①及び②に規定する法人等と同等以上の支配
力を有すると認められる場合における当該他の法人
オ ア③の関連会社等とは、法人等及びその子会社等が、出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通
じて、子会社等以外の他の法人の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えるこ
とができる場合（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38 年大蔵省令第59 号）
第８条第６項に規定する場合をいう。）における当該子会社等以外の他の法人をいう。
カ 保険薬局の事業者の最終親会社等が連結財務諸表提出会社（連結財務諸表の用語、様式及び作成方
法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28 号）第２条第１号に規定する連結財務諸表提出会社をい
う。）である場合には、当該最終親会社の連結子会社（同条第４号に規定する連結子会社をいう。）
をア②に掲げる者とみなし、当該最終親会社等の関連会社（同条第７号に規定する関連会社をい
う。）をア③に掲げる者とみなす。
(11) (10)ウ③及びエ③における「同等以上の支配力を有すると認められる」とは、例えば、財務諸表
等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第４項第２号及び第３号に規定する要件に該当する
場合等、他の法人の意思決定機関を支配している場合等が該当するものであること。ただし、財務上
又は営業上若しくは事業上の関係からみて他の法人等の意思決定機関を支配していないことが明らか
であると認められる場合は、この限りでないこと。



第88の２ 調剤基本料２
２ 調剤基本料２の施設基準に関する留意点
(１) 処方箋の受付回数
処方箋の受付回数の計算に当たり、薬剤調製料の時間外加算、休日加算、深夜加算又は夜間・休日等
加算を算定した患者に係る処方箋（以下「時間外等処方箋」という。）は、受付回数に数えない。な
お、療担規則第20 条第３号ロ及び療担基準第20 条第４号ロに規定するリフィル処方箋については、
調剤実施ごとに受付回数の計算に含める（時間外等処方箋を除く。）。
(２) 処方箋の受付回数及び処方箋集中率等の算出に係る処方箋の受付回数が、調剤基本料の施設基準
に該当するか否かの取扱いについては、処方箋受付回数の合計が、調剤基本料の施設基準で定められ
ている回数に、受付回数を計算した月数を乗じて得た回数を超えるか否かで判定する。
(３) 処方箋集中率は、特定の保険医療機関に係る処方箋の受付回数（同一保険医療機関から、歯科と
歯科以外の処方箋を受け付けた場合は、それらを合計した回数とする。）を、当該期間に受け付けた
全ての処方箋の受付回数で除して得た値とする。ただし、いわゆる医療モールの場合においては、当
該医療モールにある全ての保険医療機関に係る処方箋の受付回数を合算し、特定の保険医療機関に係
る処方箋の受付回数とみなして、処方箋集中率を算出する。１の（１）のアの「処方箋受付回数が多
い上位３の保険医療機関に係る処方箋による調剤の割合」は、上位３の保険医療機関（いわゆる医療
モールの場合においては、当該医療モールにある全ての保険医療機関を一の保険医療機関とみな
す。）それぞれの処方箋集中率を合計して得た値とする。
(４) (３)の計算に当たり、次に掲げる処方箋は、特定の保険医療機関に係る処方箋の受付回数及び当
該期間に受け付けた全ての処方箋の受付回数のいずれからも除いて計算する。
ア 情報通信機器を用いた服薬指導を受けた患者の処方箋
イ 同一グループの保険薬局の勤務者（常勤及び非常勤を含めた全ての職員をいう。）の処方箋
ウ 家族（同一グループの保険薬局の勤務者と同居又は生計を一にする者をいう。）の処方箋
エ 介護保険法で定める介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院、高齢者住まい法で定め
るサービス付き高齢者向け住宅並びに老人福祉法で定める有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老
人ホーム及び認知症高齢者グループホームに入居する患者の処方箋（ただし、単一建物診療患者又は
単一建物居住者が１人である患者の処方箋は除く。）
(５) いわゆる医療モールとは、複数の保険医療機関が一つの敷地又は建物に所在している場合のこと
をいう。
(６) （３）の処方箋集中率の計算においては、いわゆる医療モールとは、次のいずれかに該当する場
合を指す。
ア 不動産登記法上、同一の地番又は一団の土地として取り扱われている土地上に複数の保険医療機関
が所在する敷地又は建物である場合
イ 外観上分離されておらず、また構造上も外壁、床、天井又は屋根といった敷地又は建物の主要な部
分が一体として連結し、あるいは密接な関連をもって接続している場合
ウ 複数の保険医療機関が、共用の通路、エントランス、駐車場、案内表示その他の共用部分を有し、
外形上、医療モール等として一体的に利用されていると認められる敷地又は建物である場合（共用部
分をフェンス等で区切ってあるのみで、実質的に共用部分として利用される場合を含む。）
エ 保険医療機関、保険薬局等を複数集合させることを目的として、不動産開発業者等が開発の企画、
不動産の取得、建築物の建設、入居の募集等を行った敷地又は建物である場合
(７) １の（１）のウの「都市部」とは、東京都の特別区の地域及び政令指定都市の地域をいう。
(８) １の（１）のウの（ロ）の「その後も１月当たりの処方箋の受付回数が継続的に 1,800枚以下で
ある」とは、月ごとに判断するのではなく、前年５月１日から当年４月末日までの１年間の処方箋受
付回数の実績をもって判断する。
(９) 保険薬局が開設者の変更（親から子へ、個人形態から法人形態へ、有限会社から株式会社へ等）
又は薬局の改築等の理由により医薬品医療機器等法上の薬局の開設許可を取得し直した場合であって
も、各厚生局のホームページに公表されている「コード内容別医療機関一覧表」において指定年月日
が変更されない限り、令和８年６月１日以降も１月当たりの処方箋の受付回数が継続的に 1,800 枚以
下である保険薬局は、１の（１）のウの（ロ）に該当するものとみなす。
(10) 同一グループは次の基準により判断する（第88 の３、第88 の４、第92、第92 の２及び第95 に
おいて同じ。）。
ア 同一グループの保険薬局とは、次のいずれかに該当する保険薬局とする。
　① 保険薬局の事業者の最終親会社等
　② 保険薬局の事業者の最終親会社等の子会社等
　③ 保険薬局の事業者の最終親会社等の関連会社等
　④ ①から③までに掲げる者と保険薬局の運営に関するフランチャイズ契約を締結している者
イ アの保険薬局の事業者の最終親会社等は、保険薬局の事業者を子会社等とする者のうち、親会社等
がない法人又は個人（以下「法人等」という。）をいう（カにおいて同じ。）。
ウ イの親会社等は、次に掲げる者とする。
　① 他の法人（株式会社その他これに準じる形態の法人に限る。）の議決権の過半数を自己の計算に
おいて所有している法人等
　② 他の法人（持分会社（会社法（平成17 年法律第86 号）第575 条第１項に規定する持分会社をい
う。以下同じ。）その他これに準じる形態の法人に限る。）の資本金の過半数を出資している法人等
　③ 他の法人の事業の方針の決定に関して、①及び②に掲げる者と同等以上の支配力を有すると認め
られる法人等
エ ア②及びイの子会社等は、次に掲げる者とする。この場合において、法人等の子会社等が次に掲げ
る者を有する場合における当該者は、当該法人等の子会社等とみなす（法人等及びその子会社等が共
同で次に掲げる者を有する場合における当該者を含む。）。
　① 法人等が議決権の過半数を所有している他の法人（株式会社その他これに準じる形態の法人に限
る。）
　② 法人等が資本金の過半数を出資している他の法人（持分会社その他これに準じる形態の法人に限
る。）
　③ 法人等が、他の法人の事業の方針の決定に関して、①及び②に規定する法人等と同等以上の支配
力を有すると認められる場合における当該他の法人
オ ア③の関連会社等とは、法人等及びその子会社等が、出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通
じて、子会社等以外の他の法人の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えるこ
とができる場合（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38 年大蔵省令第59 号）
第８条第６項に規定する場合をいう。）における当該子会社等以外の他の法人をいう。
カ 保険薬局の事業者の最終親会社等が連結財務諸表提出会社（連結財務諸表の用語、様式及び作成方
法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28 号）第２条第１号に規定する連結財務諸表提出会社をい
う。）である場合には、当該最終親会社の連結子会社（同条第４号に規定する連結子会社をいう。）
をア②に掲げる者とみなし、当該最終親会社等の関連会社（同条第７号に規定する関連会社をい
う。）をア③に掲げる者とみなす。
(11) (10)ウ③及びエ③における「同等以上の支配力を有すると認められる」とは、例えば、財務諸表
等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第４項第２号及び第３号に規定する要件に該当する
場合等、他の法人の意思決定機関を支配している場合等が該当するものであること。ただし、財務上
又は営業上若しくは事業上の関係からみて他の法人等の意思決定機関を支配していないことが明らか
であると認められる場合は、この限りでないこと。



第88の３ 調剤基本料３
２ 調剤基本料３の施設基準に関する留意点
(１) 処方箋の受付回数及び処方箋集中率の取扱いについては、「第88の２ 調剤基本料２」の２と同
様である。
(２) 同一グループ内の処方箋受付回数が１月に３万５千回又は40万回を超えるか否かの取扱いは、当
年４月末日時点で「第88の２ 調剤基本料２」の２の(10)に規定する同一グループ内の保険薬局につい
て、保険薬局ごとの１月当たりの処方箋受付回数を合計した値が３万５千回又は40万回を超えるか否
かで判定する。保険薬局ごとの１月当たりの処方箋の受付回数は以下のとおりとする。
　ア 前年４月末日以降継続して保険薬局に指定されている薬局の場合は、前年５月１日から当年４月
末日までに受け付けた処方箋受付回数を12で除した値とする。
　イ 前年５月１日から当年３月末日までに新規指定された保険薬局の場合は、指定された日の属する
月の翌月から、当年４月末日までに受け付けた処方箋受付回数を月数で除した値とする。
　ウ 開設者の変更（親から子へ、個人形態から法人形態へ、有限会社から株式会社へ等）又は薬局の
改築等の理由により医薬品医療機器等法上の薬局の開設許可を取得し直し、保険薬局の指定について
薬局の当該許可の日までの遡及指定が認められる場合は、処方箋受付回数について、イの記載にかか
わらず、当該遡及指定前の実績を含めて算出した値とする。
(３) 「特定の保険医療機関と不動産の取引等その他特別な関係を有している保険薬局」における「不
動産」とは、土地又は建物を指すものとし、保険医療機関及び保険薬局の事業の用に供されるものに
限るものである。
(４) 「特定の保険医療機関と不動産の取引等その他特別な関係を有している保険薬局」における「賃
貸借取引関係」とは、保険医療機関と保険薬局が直接不動産の賃貸借取引を契約している場合を指す
他、次のアからウまでの場合を含む。
　ア 保険医療機関が所有又は賃借（賃料が発生しない場合を含む。以下同じ。）する不動産を第三者
（「第88 の２ 調剤基本料２」の２の(10)に規定する事業者の最終親会社等を含む。以下同じ。）が
賃借し、当該第三者と保険薬局との間で不動産取引を契約している場合（第三者による転借が複数回
行われている場合を含む。）
　イ 保険薬局が所有又は賃借する不動産を第三者が賃借し、当該第三者と保険医療機関との間で不動
産取引を契約している場合（第三者による転借が複数回行われている場合を含む。）
　ウ 保険医療機関及び保険薬局の開設者の近親者が当該契約の名義人となっている場合並びに保険医
療機関及び保険薬局が法人である場合の当該法人の役員が当該契約の名義人となっている場合
(５) （４）のア及びイについては、令和６年４月以降に新規に開局し、指定を受けた保険薬局が該当
する。ただし、遡及指定が認められる場合であって、令和６年３月31 日以前から、（４）のア及びイ
に該当する場合を除く。
(６) 「保険医療機関と不動産取引等その他特別な関係を有している保険薬局」とは、当該契約の名義
が当該保険薬局の事業者の最終親会社等、「第88 の２ 調剤基本料２」の２の(10)に定める者である
か否かにかかわらず、次のものを指すものである。
　ア 保険薬局の個々の店舗について、その土地又は建物が特定の保険医療機関の所有である場合にお
ける当該店舗
　イ 保険医療機関が保険薬局の事業者（当該保険薬局の事業者の最終親会社等、「第88 の２ 調剤基
本料２」の２の(６)に定める者を含む。）から土地又は建物を賃借している場合において、当該保険
医療機関と近接な位置にある当該保険薬局の店舗



第91　調剤基本料の注４に規定する保険薬局

第94 調剤基本料の注８に規定する厚生労働大臣が定める保険薬局

３ 薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務に関する留意点
(１) 「薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務」は、以下のものをいう。
　・薬剤調製料の時間外加算、休日加算及び深夜加算並びに夜間・休日等加算
　・調剤管理料の調剤時残薬調整加算及び薬学的有害事象等防止加算
　・服薬管理指導料の１のイ又は２のイに係る服薬管理指導
　・服薬管理指導料の麻薬管理指導加算
　・在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料
　・外来服薬支援料１
　・服用薬剤調整支援料
　・在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料及び在宅患者緊急時等共同指導
料並びに居宅療養管理指導費及び介護予防居宅療養管理指導費を算定するに際して実施する業務
　・退院時共同指導料
　・服薬情報等提供料
　・訪問薬剤管理医師同時指導料
(２) 「薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務を１年間実施していない保険薬局」は、１年間の
(１)に掲げる業務の算定が合計10回未満のものが該当する。ただし、特別調剤基本料Ａ又は特別調剤
基本料Ｂを算定する保険薬局においては合計100 回未満のものが該当する。
(３) 「薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務を１年間実施していない保険薬局」への該当性
は、前年５月１日から当年４月末日までの１年間の実績をもって判断する。該当する場合は当年６月
１日より翌年３月末日までの間は、調剤基本料の注４で定める点数で算定する。ただし、前年５月１
日から当年４月末日までに指定された保険薬局の場合は、３の(１)に掲げる業務の算定回数が、(２)
に掲げる年間の実績基準（10 回又は100 回）を12で除して得た数に当年４月末までの調剤基本料を算
定した月数を乗じて得た数以上であれば、「薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務を１年間実
施していない保険薬局」に該当しないものとする。
(４) 「薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務を１年間実施していない保険薬局」に該当した場
合であっても、当年６月１日から翌年５月末日までの期間中に、(１)に掲げる業務を合計10 回（特別
調剤基本料Ａ又は特別調剤基本料Ｂを算定する保険薬局においては合計100 回）算定した場合には、
算定回数を満たした翌月より「薬剤師のかかりつけ機能に係る基本的な業務を１年間実施していない
保険薬局」に該当しない。
(５) 処方箋の受付回数が１月に600 回を超えるか否かの取扱いについては、「第88の２ 調剤基本料
２」の「２ 調剤基本料２の施設基準に関する留意点」の（１）に定める処方箋受付回数に準じて行
う。

１ 以下のいずれかに該当する保険薬局は調剤基本料を５点減算する。ただし、処方箋受付回数が１月
に600 回以下の保険薬局を除くものとする。
(１) 当該保険薬局において調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品について、当該薬剤
を合算した規格単位数量に占める後発医薬品の規格単位数量の割合が50％以下であること。ただし、
当該保険薬局における処方箋受付状況を踏まえ、やむを得ないものを除く。
(２) 当該保険薬局において調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品について、当該薬剤
を合算した規格単位数量に占める後発医薬品の規格単位数量の割合について、毎年８月１日現在で届
出書の記載事項について行う報告等を通じ、直近１年間に地方厚生（支）局長への報告を行っていな
いこと。
２ 「当該保険薬局における処方箋受付状況を踏まえ、やむを得ないもの」とは、直近１月間の当該保
険薬局における処方箋受付回数のうち、先発医薬品の変更不可の記載がある処方箋の受付回数が50％
以上の場合のことをいう。この場合の処方箋受付回数は、「第88 の２ 調剤基本料２」の「２ 調剤基
本料２の施設基準に関する留意点」の（１）に定める処方箋受付回数に準じて取り扱う。
３ １の(１)の後発医薬品の調剤数量割合に基づく当該減算への該当性については、直近３月間の当該
保険薬局において調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品について、当該薬剤を合算し
た規格単位数量に占める後発医薬品の規格単位数量の割合をもって翌月に判断し、該当する場合は、
翌々月から調剤基本料を減算する。
４ １の(２)の直近１年間に地方厚生（支）局長に報告を行っていない保険薬局に該当した場合は、当
該報告を行った場合には、報告を行った月の翌月より、当該保険薬局に該当しないものとして取り扱
う。



都道府県 二次医療圏
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二戸市、軽米町、九戸村、一戸町

市町村
日高町、平取町、新冠町、浦河町、様似町、えりも町、新ひだか町
富良野市、上富良野町、中富良野町、南富良野町、占冠村

稚内市、猿払村、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、豊富町、 礼文町、利尻町、利尻富士町、幌延町

紋別市、佐呂間町、遠軽町、湧別町、滝上町、興部町、西興部村、雄武町

根室市、別海町、中標津町、標津町、羅臼町
五所川原市、つがる市、鯵ヶ沢町、深浦町、鶴田町、中泊町
むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村
花巻市、北上市、遠野市、西和賀町
大船渡市、陸前高田市、住田町
久慈市、普代村、野田村、洋野町

尾鷲市、熊野市、紀北町、御浜町、紀宝町

大仙市、仙北市、美郷町、横手市、湯沢市、羽後町、東成瀬村

新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭 川村、戸沢村

秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町

大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村

十日町市、魚沼市、南魚沼市、湯沢町、津南町
佐渡市
輪島市、珠洲市、穴水町、能登町
大野市、勝山市
市川三郷町、早川町、身延町、南部町、富士川町
高山市、飛騨市、下呂市、白川村
新城市、設楽町、東栄町、豊根村

小値賀町、新上五島町
壱岐市
対馬市

高島市

五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫 川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村

豊岡市、養父市、朝来市、香美町、新温泉町
雲南市、奥出雲町、飯南町
大田市、川本町、美郷町、邑南町
海士町、西ノ島町、知夫村、隠岐の島町

上記のほか、離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域として指定された離島の地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29
年法律第 189 号）第 １条に規定する奄美群島の地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）第４ 条第１項に規定する小笠原諸島の地域及び沖縄振
興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第３条 第三号に規定する離島の地域に該当する地域

北海道

青森県

岩手県

新潟県

島根県

長崎県

鹿児島県

沖縄県

西之表市、熊毛郡（中種子町、南種子町、屋久島町）

奄美市、大島郡（大和村、宇検村、瀬戸内町、龍郷町、喜界町、徳之島町、天城町、伊仙町、和泊町、知名町、与論町）

宮古島市、多良間村
石垣市、竹富町、与那国町

真庭市、新庄村
小豆郡（土庄町、小豆島町）
五島市



団体コード
都道府県
名
（漢字）

市区町村
名
（漢字）

都道府県
名
（カナ）

市区町村
名
（カナ）

011002 北海道 札幌市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｻｯﾎﾟﾛｼ
012025 北海道 函館市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾊｺﾀﾞﾃｼ
012033 北海道 小樽市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵﾀﾙｼ
012041 北海道 旭川市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱｻﾋｶﾜｼ
012050 北海道 室蘭市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾑﾛﾗﾝｼ
012068 北海道 釧路市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｸｼﾛｼ
012076 北海道 帯広市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵﾋﾞﾋﾛｼ
012084 北海道 北見市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｷﾀﾐｼ
012092 北海道 夕張市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾕｳﾊﾞﾘｼ
012106 北海道 岩見沢市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｲﾜﾐｻﾞﾜｼ
012114 北海道 網走市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱﾊﾞｼﾘｼ
012122 北海道 留萌市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾙﾓｲｼ
012131 北海道 苫小牧市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄﾏｺﾏｲｼ
012149 北海道 稚内市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾜｯｶﾅｲｼ
012157 北海道 美唄市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋﾞﾊﾞｲｼ
012165 北海道 芦別市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱｼﾍﾞﾂｼ
012173 北海道 江別市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｴﾍﾞﾂｼ
012181 北海道 赤平市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱｶﾋﾞﾗｼ
012190 北海道 紋別市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾓﾝﾍﾞﾂｼ
012203 北海道 士別市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾍﾞﾂｼ
012211 北海道 名寄市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅﾖﾛｼ
012220 北海道 三笠市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾐｶｻｼ
012238 北海道 根室市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾈﾑﾛｼ
012246 北海道 千歳市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾁﾄｾｼ
012254 北海道 滝川市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾀｷｶﾜｼ
012262 北海道 砂川市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｽﾅｶﾞﾜｼ
012271 北海道 歌志内市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｳﾀｼﾅｲｼ
012289 北海道 深川市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾌｶｶﾞﾜｼ
012297 北海道 富良野市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾌﾗﾉｼ
012301 北海道 登別市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾉﾎﾞﾘﾍﾞﾂｼ
012319 北海道 恵庭市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｴﾆﾜｼ
012335 北海道 伊達市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾀﾞﾃｼ
012343 北海道 北広島市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｷﾀﾋﾛｼﾏｼ
012351 北海道 石狩市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｲｼｶﾘｼ
012360 北海道 北斗市 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾎｸﾄｼ
013030 北海道 当別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄｳﾍﾞﾂﾁｮｳ
013048 北海道 新篠津村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾝｼﾉﾂﾑﾗ
013315 北海道 松前町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾏﾂﾏｴﾁｮｳ
013323 北海道 福島町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾌｸｼﾏﾁｮｳ
013331 北海道 知内町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾘｳﾁﾁｮｳ
013340 北海道 木古内町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｷｺﾅｲﾁｮｳ
013374 北海道 七飯町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅﾅｴﾁｮｳ
013439 北海道 鹿部町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼｶﾍﾞﾁｮｳ
013455 北海道 森町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾓﾘﾏﾁ
013463 北海道 八雲町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾔｸﾓﾁｮｳ
013471 北海道 長万部町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵｼｬﾏﾝﾍﾞﾁｮｳ
013617 北海道 江差町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｴｻｼﾁｮｳ
013625 北海道 上ノ国町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｶﾐﾉｸﾆﾁｮｳ
013633 北海道 厚沢部町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱｯｻﾌﾞﾁｮｳ
013641 北海道 乙部町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵﾄﾍﾞﾁｮｳ
013676 北海道 奥尻町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵｸｼﾘﾁｮｳ
013706 北海道 今金町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｲﾏｶﾈﾁｮｳ
013714 北海道 せたな町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｾﾀﾅﾁｮｳ
013919 北海道 島牧村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾏﾏｷﾑﾗ
013927 北海道 寿都町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｽｯﾂﾁｮｳ
013935 北海道 黒松内町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｸﾛﾏﾂﾅｲﾁｮｳ



013943 北海道 蘭越町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾗﾝｺｼﾁｮｳ
013951 北海道 ニセコ町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾆｾｺﾁｮｳ
013960 北海道 真狩村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾏｯｶﾘﾑﾗ
013978 北海道 留寿都村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾙｽﾂﾑﾗ
013986 北海道 喜茂別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｷﾓﾍﾞﾂﾁｮｳ
013994 北海道 京極町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｷｮｳｺﾞｸﾁｮｳ
014001 北海道 倶知安町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｸｯﾁｬﾝﾁｮｳ
014010 北海道 共和町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｷｮｳﾜﾁｮｳ
014028 北海道 岩内町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｲﾜﾅｲﾁｮｳ
014036 北海道 泊村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄﾏﾘﾑﾗ
014044 北海道 神恵内村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｶﾓｴﾅｲﾑﾗ
014052 北海道 積丹町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼｬｺﾀﾝﾁｮｳ
014061 北海道 古平町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾌﾙﾋﾞﾗﾁｮｳ
014079 北海道 仁木町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾆｷﾁｮｳ
014087 北海道 余市町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾖｲﾁﾁｮｳ
014095 北海道 赤井川村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱｶｲｶﾞﾜﾑﾗ
014231 北海道 南幌町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅﾝﾎﾟﾛﾁｮｳ
014249 北海道 奈井江町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅｲｴﾁｮｳ
014257 北海道 上砂川町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｶﾐｽﾅｶﾞﾜﾁｮｳ
014273 北海道 由仁町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾕﾆﾁｮｳ
014281 北海道 長沼町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅｶﾞﾇﾏﾁｮｳ
014290 北海道 栗山町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｸﾘﾔﾏﾁｮｳ
014303 北海道 月形町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾂｷｶﾞﾀﾁｮｳ
014311 北海道 浦臼町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｳﾗｳｽﾁｮｳ
014320 北海道 新十津川町ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾝﾄﾂｶﾜﾁｮｳ
014338 北海道 妹背牛町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾓｾｳｼﾁｮｳ
014346 北海道 秩父別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾁｯﾌﾟﾍﾞﾂﾁｮｳ
014362 北海道 雨竜町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｳﾘｭｳﾁｮｳ
014371 北海道 北竜町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾎｸﾘｭｳﾁｮｳ
014389 北海道 沼田町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾇﾏﾀﾁｮｳ
014524 北海道 鷹栖町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾀｶｽﾁｮｳ
014532 北海道 東神楽町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋｶﾞｼｶｸﾞﾗﾁｮｳ
014541 北海道 当麻町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄｳﾏﾁｮｳ
014559 北海道 比布町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋﾟｯﾌﾟﾁｮｳ
014567 北海道 愛別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱｲﾍﾞﾂﾁｮｳ
014575 北海道 上川町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｶﾐｶﾜﾁｮｳ
014583 北海道 東川町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋｶﾞｼｶﾜﾁｮｳ
014591 北海道 美瑛町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋﾞｴｲﾁｮｳ
014605 北海道 上富良野町ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｶﾐﾌﾗﾉﾁｮｳ
014613 北海道 中富良野町ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅｶﾌﾗﾉﾁｮｳ
014621 北海道 南富良野町ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾐﾅﾐﾌﾗﾉﾁｮｳ
014630 北海道 占冠村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾑｶｯﾌﾟﾑﾗ
014648 北海道 和寒町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾜｯｻﾑﾁｮｳ
014656 北海道 剣淵町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｹﾝﾌﾞﾁﾁｮｳ
014681 北海道 下川町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾓｶﾜﾁｮｳ
014699 北海道 美深町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋﾞﾌｶﾁｮｳ
014702 北海道 音威子府村ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵﾄｲﾈｯﾌﾟﾑﾗ
014711 北海道 中川町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅｶｶﾞﾜﾁｮｳ
014729 北海道 幌加内町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾎﾛｶﾅｲﾁｮｳ
014818 北海道 増毛町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾏｼｹﾁｮｳ
014826 北海道 小平町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵﾋﾞﾗﾁｮｳ
014834 北海道 苫前町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄﾏﾏｴﾁｮｳ
014842 北海道 羽幌町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾊﾎﾞﾛﾁｮｳ
014851 北海道 初山別村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼｮｻﾝﾍﾞﾂﾑﾗ
014869 北海道 遠別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｴﾝﾍﾞﾂﾁｮｳ
014877 北海道 天塩町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾃｼｵﾁｮｳ
015113 北海道 猿払村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｻﾙﾌﾂﾑﾗ
015121 北海道 浜頓別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾊﾏﾄﾝﾍﾞﾂﾁｮｳ
015130 北海道 中頓別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅｶﾄﾝﾍﾞﾂﾁｮｳ



015148 北海道 枝幸町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｴｻｼﾁｮｳ
015164 北海道 豊富町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄﾖﾄﾐﾁｮｳ
015172 北海道 礼文町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾚﾌﾞﾝﾁｮｳ
015181 北海道 利尻町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾘｼﾘﾁｮｳ
015199 北海道 利尻富士町ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾘｼﾘﾌｼﾞﾁｮｳ
015202 北海道 幌延町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾎﾛﾉﾍﾞﾁｮｳ
015431 北海道 美幌町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋﾞﾎﾛﾁｮｳ
015440 北海道 津別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾂﾍﾞﾂﾁｮｳ
015458 北海道 斜里町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼｬﾘﾁｮｳ
015466 北海道 清里町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｷﾖｻﾄﾁｮｳ
015474 北海道 小清水町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｺｼﾐｽﾞﾁｮｳ
015491 北海道 訓子府町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｸﾝﾈｯﾌﾟﾁｮｳ
015504 北海道 置戸町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵｹﾄﾁｮｳ
015521 北海道 佐呂間町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｻﾛﾏﾁｮｳ
015555 北海道 遠軽町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｴﾝｶﾞﾙﾁｮｳ
015598 北海道 湧別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾕｳﾍﾞﾂﾁｮｳ
015601 北海道 滝上町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾀｷﾉｳｴﾁｮｳ
015610 北海道 興部町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵｺｯﾍﾟﾁｮｳ
015628 北海道 西興部村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾆｼｵｺｯﾍﾟﾑﾗ
015636 北海道 雄武町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵｳﾑﾁｮｳ
015644 北海道 大空町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵｵｿﾞﾗﾁｮｳ
015717 北海道 豊浦町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄﾖｳﾗﾁｮｳ
015750 北海道 壮瞥町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｿｳﾍﾞﾂﾁｮｳ
015784 北海道 白老町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾗｵｲﾁｮｳ
015814 北海道 厚真町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱﾂﾏﾁｮｳ
015849 北海道 洞爺湖町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄｳﾔｺﾁｮｳ
015857 北海道 安平町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱﾋﾞﾗﾁｮｳ
015865 北海道 むかわ町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾑｶﾜﾁｮｳ
016012 北海道 日高町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋﾀﾞｶﾁｮｳ
016021 北海道 平取町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋﾞﾗﾄﾘﾁｮｳ
016047 北海道 新冠町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾆｲｶｯﾌﾟﾁｮｳ
016071 北海道 浦河町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｳﾗｶﾜﾁｮｳ
016080 北海道 様似町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｻﾏﾆﾁｮｳ
016098 北海道 えりも町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｴﾘﾓﾁｮｳ
016101 北海道 新ひだか町ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾝﾋﾀﾞｶﾁｮｳ
016314 北海道 音更町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｵﾄﾌｹﾁｮｳ
016322 北海道 士幌町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾎﾛﾁｮｳ
016331 北海道 上士幌町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｶﾐｼﾎﾛﾁｮｳ
016349 北海道 鹿追町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼｶｵｲﾁｮｳ
016357 北海道 新得町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾝﾄｸﾁｮｳ
016365 北海道 清水町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾐｽﾞﾁｮｳ
016373 北海道 芽室町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾒﾑﾛﾁｮｳ
016381 北海道 中札内村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅｶｻﾂﾅｲﾑﾗ
016390 北海道 更別村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｻﾗﾍﾞﾂﾑﾗ
016411 北海道 大樹町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾀｲｷﾁｮｳ
016420 北海道 広尾町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾋﾛｵﾁｮｳ
016438 北海道 幕別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾏｸﾍﾞﾂﾁｮｳ
016446 北海道 池田町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｲｹﾀﾞﾁｮｳ
016454 北海道 豊頃町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄﾖｺﾛﾁｮｳ
016462 北海道 本別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾎﾝﾍﾞﾂﾁｮｳ
016471 北海道 足寄町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱｼｮﾛﾁｮｳ
016489 北海道 陸別町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾘｸﾍﾞﾂﾁｮｳ
016497 北海道 浦幌町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｳﾗﾎﾛﾁｮｳ
016616 北海道 釧路町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｸｼﾛﾁｮｳ
016624 北海道 厚岸町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｱｯｹｼﾁｮｳ
016632 北海道 浜中町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾊﾏﾅｶﾁｮｳ
016641 北海道 標茶町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾍﾞﾁｬﾁｮｳ
016659 北海道 弟子屈町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾃｼｶｶﾞﾁｮｳ
016675 北海道 鶴居村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾂﾙｲﾑﾗ



016683 北海道 白糠町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾗﾇｶﾁｮｳ
016918 北海道 別海町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾍﾞﾂｶｲﾁｮｳ
016926 北海道 中標津町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾅｶｼﾍﾞﾂﾁｮｳ
016934 北海道 標津町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾍﾞﾂﾁｮｳ
016942 北海道 羅臼町 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾗｳｽﾁｮｳ
016951 北海道 色丹村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼｺﾀﾝﾑﾗ
016969 北海道 泊村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾄﾏﾘﾑﾗ
016977 北海道 留夜別村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾙﾔﾍﾞﾂﾑﾗ
016985 北海道 留別村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ﾙﾍﾞﾂﾑﾗ
016993 北海道 紗那村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼｬﾅﾑﾗ
017001 北海道 蘂取村 ﾎｯｶｲﾄﾞｳ ｼﾍﾞﾄﾛﾑﾗ
022012 青森県 青森市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｱｵﾓﾘｼ
022021 青森県 弘前市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾋﾛｻｷｼ
022039 青森県 八戸市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾊﾁﾉﾍｼ
022047 青森県 黒石市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｸﾛｲｼｼ
022055 青森県 五所川原市ｱｵﾓﾘｹﾝ ｺﾞｼｮｶﾞﾜﾗｼ
022063 青森県 十和田市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾄﾜﾀﾞｼ
022071 青森県 三沢市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾐｻﾜｼ
022080 青森県 むつ市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾑﾂｼ
022098 青森県 つがる市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾂｶﾞﾙｼ
022101 青森県 平川市 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾋﾗｶﾜｼ
023019 青森県 平内町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾋﾗﾅｲﾏﾁ
023035 青森県 今別町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｲﾏﾍﾞﾂﾏﾁ
023043 青森県 蓬田村 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾖﾓｷﾞﾀﾑﾗ
023078 青森県 外ヶ浜町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｿﾄｶﾞﾊﾏﾏﾁ
023213 青森県 鰺ヶ沢町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｱｼﾞｶﾞｻﾜﾏﾁ
023230 青森県 深浦町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾌｶｳﾗﾏﾁ
023434 青森県 西目屋村 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾆｼﾒﾔﾑﾗ
023612 青森県 藤崎町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾌｼﾞｻｷﾏﾁ
023621 青森県 大鰐町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｵｵﾜﾆﾏﾁ
023671 青森県 田舎館村 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｲﾅｶﾀﾞﾃﾑﾗ
023817 青森県 板柳町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｲﾀﾔﾅｷﾞﾏﾁ
023841 青森県 鶴田町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾂﾙﾀﾏﾁ
023876 青森県 中泊町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾅｶﾄﾞﾏﾘﾏﾁ
024015 青森県 野辺地町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾉﾍｼﾞﾏﾁ
024023 青森県 七戸町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｼﾁﾉﾍﾏﾁ
024058 青森県 六戸町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾛｸﾉﾍﾏﾁ
024066 青森県 横浜町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾖｺﾊﾏﾏﾁ
024082 青森県 東北町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾄｳﾎｸﾏﾁ
024112 青森県 六ヶ所村 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾛｯｶｼｮﾑﾗ
024121 青森県 おいらせ町ｱｵﾓﾘｹﾝ ｵｲﾗｾﾁｮｳ
024236 青森県 大間町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｵｵﾏﾏﾁ
024244 青森県 東通村 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾋｶﾞｼﾄﾞｵﾘﾑﾗ
024252 青森県 風間浦村 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｶｻﾞﾏｳﾗﾑﾗ
024261 青森県 佐井村 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｻｲﾑﾗ
024414 青森県 三戸町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｻﾝﾉﾍﾏﾁ
024422 青森県 五戸町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｺﾞﾉﾍﾏﾁ
024431 青森県 田子町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾀｯｺﾏﾁ
024457 青森県 南部町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾅﾝﾌﾞﾁｮｳ
024465 青森県 階上町 ｱｵﾓﾘｹﾝ ﾊｼｶﾐﾁｮｳ
024503 青森県 新郷村 ｱｵﾓﾘｹﾝ ｼﾝｺﾞｳﾑﾗ
032018 岩手県 盛岡市 ｲﾜﾃｹﾝ ﾓﾘｵｶｼ
032026 岩手県 宮古市 ｲﾜﾃｹﾝ ﾐﾔｺｼ
032034 岩手県 大船渡市 ｲﾜﾃｹﾝ ｵｵﾌﾅﾄｼ
032051 岩手県 花巻市 ｲﾜﾃｹﾝ ﾊﾅﾏｷｼ
032069 岩手県 北上市 ｲﾜﾃｹﾝ ｷﾀｶﾐｼ
032077 岩手県 久慈市 ｲﾜﾃｹﾝ ｸｼﾞｼ
032085 岩手県 遠野市 ｲﾜﾃｹﾝ ﾄｵﾉｼ
032093 岩手県 一関市 ｲﾜﾃｹﾝ ｲﾁﾉｾｷｼ


